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経済学研究 52-2
北海道大学 2002.9 

会計方針の変更と比較財務諸表

久保淳司

1 はじめに

わが闇会計システムの閤擦的信頼性の自復を

臼的とした会計ビッグパンが， I持合株式の時

価評価jの実施で一段落した。しかし，目標と

してきた世界標準の会計である英米の会計の変

化も続いている O わが盟会計システムを世界標

準化して，国際的信頼性を田復するには，さら

なる改革を行わなければならない。

しかし，個別論点の遅れの取り戻しに終始す

ることも無益なことである。必要なことは，世

界標準の会計である市場指向の会計の本質部分

を吸収することである。そのために，世界で最

も市場指向の会計が進んでいるアメ 1)カの会計

を研究することが重要である。この観点から，

筆者はアメリカの会計の特徴を探るために，表

示商を中心iこした研究を行っている。

これまでの研究から，アメリカの会計が企業

の長期的趨勢情報を重視しているという特徴を

見出している 1)。長期的趨勢矯報の重規は，過

年度報告数値の遡及修正再表示に顕著である O

過年度報告数値の修正は期間比較可能性を高め

て，長期的趨勢を明らかにするために行われて

1)拙稿[2002a]，特iこ178-181賞。

2 )現行のアメサカ会計基準が遡及修正再表示を要求し

ているのは，以下の4つであるo

・会計方針の変更に関する 5特別j項EI(APBO 
No.20， paras.27 and 29) 

・会計上の誤謬の訂正 (APBONo.9， para.l8) 

・会計主体の変更 (APBONo.20， par且.34)

• EPS.こ関する株式分割等 (SFASNo.128， para.54) 
会計上の誤謬の訂正を徐いて，期間比較可能性の維

持を目約としている。なお，会計上の誤謬の訂正は，

今日においては稀にしか生じないとされている。

いるからである 2)。

ただし， この特徴は EP S (Earnings per 

Share， 1株当り利益)を題材とした研究から

導いたものである 3)0 EPSのみを題材としたた

め，財務諸表全体において長期的趨勢情報が重

視されているのかは必ずしも明らかにできてい

ない。本稿では，比較財務諸表の特長と会計方

針の変更に関する会計処理方法とを考察するこ

とによって，アメリカの会計が長期的趨勢情報

を重視していることを確認したい。

2 比較財務諸表の特長

まず，長期的趨勢情報を提供する比較財務諸

表の特長に関して考察する。

趨勢分析法の提唱者としても有名な Gilman

は趨勢情報が必要な理由として， I過去の趨勢

を観察することは，将来に生じるであろうこと

に関する手がかりを与えうるjことを挙げてい

る41。この論述は財務諸表分析の主眼に信用分

析を据えているが，今日の財務報告の主要な目

的とされる投資家への情報提供にも当てはまる。

たとえば， FASBは過去の情報が将来の予測に

有用であることを次のように述べている九

「財務報告は，一会計務閣における企業の経営

成績に演する情報を提供しなければならない。

投資家や債権者は，企業の将来を見透すのに役

立たせるために過去に関する情報を多くの場合

3 )拙稿[2000]及び総稿[2002a]。
4) Gilman[1935J. pp.107-108. 

5) SFAC No.l， para.42. 



比較財務諸表の利用にあたっても，同様の危

険性が存在する。しかし事比較財務諸表で表示

される会計数植は通常の統計指標とは質的に相

違がある。会計数値が経営者による将来に関す

る見積もりや予測を基礎にして作成されている

からである。見積もりや予棋は，経営活動が連

続的に行われているのに対して，期間損益計算

を行うために会計期間を人為的に区切らなけれ

ばならないことから必要とされる。言い換えれ

ば，財務諸表において経営の連続的実態を描写

するために，見積もりや予測が会計数値作成の

基礎に用いられているのであるわ。

ただし，経営の連続的実態が単独の財務諸表

によって描写できるわけではなL、。複数の会計

期間の財務諸表を比較表示することによって経

営の連続的実態が描写されるのである。複数の

会計期間の財務諸表を比較形式で表示するもの

が比較財務諸表である。したがって，比較財務

諸表の特長は，経営の連続的実態を描写するこ

とである九つまり，会計数値の作成にあたっ

て，見積もりや予損IJを介することによって，複

数の会計期間を有機的に連関させ，さらに財務

諸表を比較形式にすることで，会計数{直が過去

に関する単なるデータではなくなるのである。

また，見穣もりや予測を会計数値作成の基礎

にするので，財務諸表は企業に関する知識を最
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に利用する。投資や与信の:意思決定は，投資家

や債権者の将来の企業成績に関する予測の反映

として行われるものであり，このような予泌は

部分的にせよ企業の過去の経営成績の評綴Jこ基

づくことが普通である。j

経84 (240) 

アメリカでは，過去の情報が将来の予測に役立

つという考えは深く浸透しており，貸{昔対照表2

王手分と損益計算書・キャッシュフロー計算書3年

分が霊長査対象の正式な財務諸表とされている 670

しかし，過去の情報が将来の予測の基礎にな

るという考え方には問題もある O 過去の趨勢か

ら将来を予測するのは，外挿法 (extrapolation)

と呼ばれる O 外挿法の問題点は次のように指擁

される。

図1を見ょう。 1961年から1993年までの卸売

物価の推移をグラフで示したものであるo 1961 

年から1971年までの推移によって， 1972年以降

の推移，特に輪入物価指数の推移を予測するこ

とができるだろうか。外持法によって，実際の

推移を予測することが菌難であることが理解で

きる。外挿法による将来の予測は，趨勢からの

葉離が生じた場合に不可能になってしまうので

ある。

(対前年!湾期比の増減ヰ1，%)

7)たとえば， Paton & Littleton[l940， pp.9-lOJは次
のように述べている。「企業は，過去の活動によっ

て制約され，かっ，将来の活動を制約する務関瞬間

から成り立つ連続的活動号をしている。連続的活動を

会計期間に分割して，分割された各会計綴聞につい

ての報告を作成することによって，現実における多

くの連関が切断され，将来事象に多くを依拠するデー

タが今すぐにも信頼できるというもっともらしい外

観を与える傾向にある。J
8 )たとえば， ARB第6号「比較財務諸表 (Compara剖

tive Statements) Jは，次のように財務諸表を比較
形式で報告することの脊効性を述べている。「比較

財務諸表形式を用いることによって，連続する複数

の会計鶏溜に関する財務諸表が単英語閣の財務諸表よ

りも皇室かに重重要である，すなわち，一年分の財務諸

表は連続する控室史の中のーコ?であるということに

関する利用者の理解力を高める働きがある。J

iJ輸入物価指数

iL圏内差問物価指数

tパ川. ト r~\"
V行、 γ、1、t、j
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図 1 四半期別の卸売物俸の推移
〔出所:朝日新潤経済部 [1993J，237頁]

6) U. S. SEC， Regulation S-X， !l 210. 3 -Ol(a) and 

!l 210. 3 -02 (a). 
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も有している経営者の特質や能力も示すことに

なる九財務諸表の作成に経営者が携わること

が重要とされる一つの理由である。

財務諸表作成に経営者が関与することの重要

性を強調している蕗立の文献に rJenkins報告審』

(AICP A [1994])がある。 rJenkins報告書』で

は「報告の頻度 (frequencyof reporting)J Iこ

言及している。そこでは，資本市場が強度に短

期的視点であり，四半期報告が短期的な視点を

強化するという問題を指摘している。しかし，

この問題が存在するにもかかわらず，四半期報

告が必要であることを 3つの理胞を掲けて説明

している。その理由の 1つを以下のように述べ

ている問。

「四半期報告は利賂者の長期的関心を手助けする。

近年の研究の関心は，長期的観点とは矛盾しな

いことである。長期的な関心を持つ利用者が長

期的趨勢に関する変化を適時報告によって，発

見することは極めて霊童きである。四半期報告は

そのような情報を提供する助けになる。J(下線

部分の原文はイタリック体)

Denkins報告書Jの記述は，次のように解

釈できる。近年の経済環境において，企業活動

の短期的な変動が激しくなっており，外挿法が

利用できない状況も増加している O この結果，

外挿法を利用できる状況と利用できない状況と

を識別するための情報が要求されることになる。

この要求に応えるために，頻繁な報告が必要に

なる。つまり，外挿法の利用を念頭に置いた長

期的趨勢情報の提供を財務報告の基本的な機能

に置きながら，変動が激しくなったときには頻

9) Gilman [1935， p.l08]は次のように述べている。

「当該会社に関する過去の履鐙の観察によって，経

営者の能力についての興味深い形跡が示されるだろ

う。」

10) AICPA[1994J， pp.24-25. 

なお，他の理由として， r沼半期報告が信頼可能な
情報を規則的に普及させるJことと， r四半期報告
は内部情報に基づく叡引に関する問題を減らすJこ
との2つを挙げている。

繁な報告が補完のために必要になるということ

である印。

外挿法による将来予測は一般には危険である

が， 2つの理由により，比較財務諸表における

危険性は通常の場合よりも低いことが期待でき

ることを確認できた。 1つは会計数値が経営者

の見積もりや予概を基礎に作成され，比較財務

諸表において企業の連続的活動を有機的に描ヰ

することができることである。もう 1つは，頻

繁な報告によって，激動期における趨勢から恭

離している状況を明らかにすることが可能にな

り，外挿法が利用できない状況にあることを示

すことができることである出。

経営の連続的実態を描写するための'情報を提

供することが，比較財務諸表の特長であること

が明らかになった。人為的な会計期間の締め切

りに因われずに，複数の会計期間を連続的なも

のとして連関させることを比較財務諸表の特長

と捉えるのである。したがって，比較財務諸表

において最も重要なことは，各期の会計数値を

首尾一貫させて表示することになる。

各期の会計数億の首尾一貫性が喪失する状況

として，予測や見積りを行う擦の会計方針が変

更される場合がある。会計方針が変更される場

合に何らかの処理をしなければ，比較財務諸表

の表示数値の首尾一貫性は喪失する。会計方針

の変更に関する会計処理を，本節で検討した比

較財務諸表の特長と関連させながら，次節で考

察することにする O

3 会計方針の変更に関する会計処理方法

会計方針の変更 (changesin accounting 

principles or changes of accoun ting po1iCY) 

は，会計処理や報告原則を，あるGAAPから

11)財務諸表利用者が長期的視点を採るときと短期的視

点を採るときとの会計の相違については，拙稿[2002b]

を参照。
12)たとえは、，図 lにおいて1972年以降には輸入物価指

数に外挿法が使えないという判断ができるo
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他のGAAPへ変更することをいう 13)。たとえば，

減艦償却方法を定率法から定額法へ変聾するこ

とや，棚卸資産の期末評価方法を先入先出法か

ら移動平均法へ変更することが会計方針の変更

に該当する O

アメリカでは，会計方針の変更に関して「変

更に係る累麓影響額 (cumulativeeffect of 

the accounting change) Jを税引後の金額で

損益計算書の「特別損益項目 (extraordinary

items)Jと「純利益 (netincome) Jとの関で

報告することにしている14)。

変更に係る累積影響額は，実擦の期首利益剰

余金と当初から新会計方針が適用されていたと

仮定した場合の期首利益剰余金との差額をいう。

仮定の期首科話剰余金は会計方針の変更による

蓋接的な影響のみで計算する。純利益の一定率

として支払われる経営者へのボーナスのように，

会計方針の変更が間接的に影響する金額は変更

に係る累積影響額の計算では考慮しないへ変

更に係る累積影響額の計算では考慮しない，間

接的な影響も考慮して計算した結果は pro

formα情報として報告するへつまり，変更に

係る累積影響額という損益計算書の特別損益と

pro formα情報の 2本建てで会計方針の変更

を報告しているのである O

アメリカの会計の特徴を明らかにするために，

わが国における会計方針の変更の取り扱いと比

較してみる。

わが患では「連結財務諸表の作成にあたり，

採用される会計処理の原期及び、手続について変

更が行われた場合には，その旨，変更の理由及

び、連結財務諸表への影響の内容を注記しなけれ

ばならない」としている九財務諸表への影響

13)会計基準の変更を原因とするものも会計方針の変更

に該当する。この場合の取り扱いは各会計基準毎に

規定されるので，本穏では会業の意思による会綴方

針の変更のみを扱うことにする。

14) APBO No.20， para.19. 
15) APBO No.20， para.20 
16) APBO No.20， fn.6. 

17) I連結財務諸表規則j第14条第2号。

は「当該会計処理について前連結会計年度と同

一の基準を適用した場合において計上されるべ

き営業損益，経常損益，税金等讃整前当期純損

益，当期純損益又はその他の重要な項目の金額

に，当該変更が差異を与える結巣となったこと」

を指している凶。

会計方針の変更に践する会計処理として，わ

が国とアメリカとの 2つの差異を指摘できる。

1つは会計方針の変買に関する影響額の記載場

所が，アメリカが損益計算書の本体としている

のに対して，わが国では注記としていることで

ある。もう lつは会計方針の変更に関する影響

額を，アメリカが過年度からの累積的な影響と

しているのに対して，わが国では変更年度の利

益への影響のみとしていることである。これら

の差異からも，アメリカの会計において複数の

会計期間が連関しており，その結果，長期的趨

勢情報を提供していることを理解できる。

[参考:わが国における会計方針の変更に隠する照示問団

@ 有形盟定資産の減価償却の方法

(会計処理方法の変更)

当社の有形回定資産のうち，定率法を採

用してきた水島工場，大販工場，浪速工場

及び山北工場の建物，構築物，車両運搬具，

・器具・備品の減価{糞却方法を当連結

会計年度より定額法に変更した。

この変蔓は，建物については，平成10年

度の法人税法の改正に伴う会計処理方法を

慎重に検討した結果，取得年度によって減

価償却の方法が異なることが不合理である

ため，当連結会計年度からすべて定額法に

統一することにしたものである。また，建

物以外の定率法採用資産については，全有

形減価償却資産に対する割合が5%未満と

僅少となったことから，会計処理基準を統

ーして事務処理の簡素化を図るために行っ

18) I連結財務諸表規則ガイドラインJ14ω2。
19)臼本公認会計士協会[2001]， 159頁。
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たものである O

この変更により，前i妥結会計年度と

の減儲償却方法によった場合に比べ，当連

結会計年度の減価償却費は510百万円減少

し，経常利義及び税金等調整前当期純利益

は456百万円増加している。

なお， Cセグメント情報)に与える影響
は，事業の種類別セグメント情報に記載し

ている O

会計方針の変更に関する単年度の財務諸表に

おける取り扱いを確認できた。次に，比較財務

諸表における取り扱いを確認する。前節の検討

で明らかになったように，単年度の財務諸表と

比較財務諸表とでは会計期間に対する考え方に

相違がある。異体的には，比較財務諸表は複数

の会計期間の会計数値を連関させるために，過

年度の会計数値を修正することが可能だという

ことである。このことから，比較財務諸表にお

ける会計方針の変更の取り扱いとして，以下の

3つの方法が考えられる制。

①事後処理法 CProspectiveapplication) 

変更後に生じた事象や取引についてのみ，

新会計方針を採用する。したがって，過年

度に関する考慮は不要である。

②変更に係る累積影響額による調整法

CCumulative adjustment with no restate-

ment of prior periods) 変更後に生じ

た事象や取引に新会計方針を適用し，変更

期において変更に係る累積影響額を認識す

る。過年度の財務諸表の遡及修正は行わな

い。変更に係る累積影響額は損益計算に算

入することと期首利益剰余金の修正のどち

らも考えられる。

③遡及修正再表示法 CRetrospectiveappli-

20) Cearns[1999]， p. 56. 

cation with restatement of prior peri 

ods) :新会計方針を当該事象や取引が初

めて生じたときから適用する。比較自的の

過年度財務諸表は新会計方針に基づいて遡

及修正再表示される O 比較財務諸表の最初

の年度における期首利益剰余金については，

変更に係る累積影響額の修正をする。

これらの方法のうち，アメリカでは②の方法

と③の方法を併用しているヘ前述のように，

会計方針の変更に関して，変質に係る累積影響

額を特別損益として報告するものと proformα 

情報として報告するものの2本建てで報告を行っ

ている。比較財務諸表では，通常の損益計算に

関しては舎の方法を採り，pro formα情報で③

の方法を採用しているのである机紛。

2つの方法を併用している理由を考えると，

pro formα情報の重要性，そして，長期的趨

勢情報が重視されていることが明らかになる O

アメリカの会計基準で以下の 5特別項目に関

して特別の取り扱いを要求している。

〈む棚卸資産の評価に関して後入先出法から他

の方法に変買する場合。

②長期請員工事に関して工事進行基準から他

の方法に変更，または，他の方法から工事

進行基準に変更する場合。

③鉱物抽出産業における全部原締法から他の

方法への変更，または，他の方法から全部

21) APBO No.20， paras.l9 and 21. 
22)変更に係る累穣影響額の算定は可能であるが，pro 
forma 情報の算定ができない場合lこは.pro form日
情報の開示を行わない瑳自を開示しなければならな

い。さらに，変更に係る累積影響額の算定もできな

い場合には，会計方針の変更が当該変更織の撮主主に

及ぼす影響額と変受に係る累積影響額の算定ができ

ない理由を開示しなければならない。先入先出法から

後入先出法に変更した場合などが該当する (APBO

No.20， para.26)。
なお，会計方針の変更に隠して適用すべき会計処理

のフ口ーチャートを補遺1に示しである O

23)開示伊jを補遺2で示しである。



88 (244) 経済学研究 52-2 

原師法iこ変更する場合。

④臆棄法から減価{糞却法に変更する場合。

舎新規に上場するなど財務諸表利用者に大幅

な変更のある場合。

これらの 5特別頃自については変更に係る累

積影響額を報告するのではなく，趨及修正再表

示を行うことが要求されている2札お)0 5特別項

目に関しては金額が重要になることが多く，遡

及修正再表示を行うことの利点が欠点を上回る

からである加。遡及修正再表示の利点は継続性

の確保によって比較可能性が高まることであ

り27)遡及修正再表示の欠点は修正が濫用され

ることで財務諸表への公衆の信頼感が薄れて，

利用者を混乱させてしまうことである加。 5特

別項目について遡及修正再表示を行うのは，修

正が濫用される危険性よりも，比較可能性の磯

保が重要で、あるからということになる。

5特別項呂を遡及修正再表示する理由から，

他のー較的な項目の取り扱いに関して，変更に

係る累積影響額による調整法を採用しているの

は，比較可能性を高めることよりも，修正が濫

24) SFAS No.73. para.2 (APBO No.20. para.27) 

and APBO No.20. para.29. 

25)照示OiJを補遺3で示しである。
26) APBO No.20. para.27 

27) APBO No.20. para.14. 

また， Cearns[1999. p.56]においても継続性の確保

により，利用者の誤導を紡ぐことができるとして，

趨及修正再表示法を望ましいものとしている (cf.

AAA[2000J， p.372)。
さらに， アメザカの会計実務担当者 (Price

Waterhouse)からも，変更に係る累積影響額を計

上することに関して次のように反対意見が述べられ

ている (FASB[1973J， p.453) 0 r新会計方針適用に
関する変更に係る累積影響額を純利益に含めるべき

ではない。変更に係る累積影響額によって利裁の趨

勢が歪められて，財務諸表利用者にま百偲iな分析を強
いるからである。会計の変更に関する報告は趨及修

正再表示にすべきである。J

28) APBO No.20. para.14岨この他に，遡及修正に必

要な情報が入手不能な場合がある，遡及修正湾表示

によって変質鶏の実際競普残高数値の根拠が失われ

る場合がある，という問題点も指機されている。

用されることを妨止しているからということに

なる。つまり，金額に重要性が少ない一般の項

目については，比較可能性の確保以上に濫用の

危換性を排除することが重要だということであ

る。

しかし，pro formα情報をあえて付加させ

ているのである。 proformα情報が遡及修正

再表示法を採用して比較可能性を確保している

ことは，長期的趨勢情報を重視していることの

表れであり汽 proformα情報として遡及修正

再表示法を会計基準が要求しているのは，長期

的趨勢情報が重視されていることの 1つの証左

となる。

財務諸表の修正可能性が濫用されることで利

用者の信頼性が薄れるという問題点についても

考えよう。会計方針の変更によって財務諸表の

数値が操作可能であり，情報としての確定性が

疑われることを意味している。財務諸表の数値

を操作する動機は，会計数値が単なる「情報」

ではないことに由来する。記当・税金・経営者

報酬といった会計数値と直接連動する利害が存

在し，これらを操作するために，会計数値も操

作したいという動機が生じるのである O この動

機による会計数値の操作を抑えるために，損益

計算における趨及修正再表示法が否定されて，

変更に係る累積影響額による調整法が採用され

ているのである。したがって，pro forma t育

報で滋及修正再表示法を採用できるのは会計数

植の操作を考慮する必要がないということにな

る。つまり，麗接連動する利害を考慮する必要

がないということである。

このことから，純粋な情報提供には遡及修正

再表示法が最も望ましいことが理解できる。純

粋な情報提供を行っている proformα情報を

あえて要求していることから，アメリカの会計

が長期的趨勢情報を重視していることが磯認で

29) pro forma情報という用語から形式的な開示の印象
を受けるが，損益計算書本体への記載が婆求されて

いる (APBONo.20. para.21)。
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きる。 proformα情報によって提供される情

報が，比較財務諸表の比較可能性を高めて，長

期的趨勢情報の提供を行っていると考えられる

のである。

4 結び 一結論と含意

本稿における考察を要約する。

まず，比較財務諸表の特長に関する検討を行

い，経営の連続的実態を表示することを可能に

することが，比較財務諸表の特長であることを

明らかにした。また，この特長を強化するため

に，首尾一貫性が重要であることも確認できた。

次に，会計方針の変更があった場合の，首尾

一貫性を維持するための会計処理方法の考察を

行った。アメリカの会計基準では，変更に係る

累積影響額による調整法と遡及修正再表示法を

併用している。変更に係る累積影響額による調

整法が，一見したところは中心的な報告方法に

思える。しかしながら，会計数値と藍接に連動

する利害が存在するために，情報提供の能力は

低い変更に係る累積影響額による調整法が損益

計算では採用されていると考えられるのである。

あえて proformα情報を要求していることと

5特別項目の存在を考えると，遡及修正再表示

法が重要な位置づけにあることが理解できる。

むしろ，情報提供の観点からは遡及修正再表示

法を採用している proformα情報が重要なの

である。

以上の考察から，アメリカの会計においては，

遡及修正再表示によって質の高められる長期的趨

勢清報が提供されていることを確認できた。少な

くとも，会計方針の変更に関する会計処理に関し

ては，アメリカの会計が長期的趨勢情報を重視し

ているということが明らかになった。

以上が，本稿の結論である。この結論の若干

の拡張を試みたい。

pro formα情報は利害と直接連動しないこ

とによって，遡及修正再表示を可能にして情報

としての質を高めているO ここから，他の場合に

も利害と直接に連動しないことによって，情報提

供機能の有効性を高めることが可能であると示唆

される。

この示唆は，盟際財務報告基準の採用にあたっ

て意味を持つ。国際財務報告基準における財務

報告は，国擦的比較可能性委確保して，情報の

質を高めることが目指されている O 情報として

の質を高めるためには，各患の独自の制度と密

接に関わる利害との議接的連動をしないことが

重要である O 現在の国際財務報告基準自体には

直接的な制疫の裏付けがないので特に難しいこ

とではなL、。各種の利害と直接に連動する会計

については，各国の制度を尊重し，盟際紛務報

告基準とは誼接的に連動しないようにしていく

ことにより，国際財務報告基準の情報能力を高

めることになると考えられる。

〔付記〕本研究は，平成14年度科学研究補助金若手研究

(B)13730102の助成を受けている。
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[補遺 1 会計方針の変更に関する会計処理フローチャート]

(LIFOからの変更か?) する場合は，
v 

惨
(長期請負契約に関する会計処理方法の変更か1)

該当しない場合は，
v 

(全部原価法から又は全部原価法への変更か?}
ー..由量首園量書量1111垂直量.....

v に進む。

(新規上場等の例外規定に該当するか?

v 
(RRBから減価償却法への変更か?、

可
.嗣: 制帽. 

11 全報告期閣の財務諸表を遡及修正再表不するJI

11変更の性質と正当性，当期の利益及び、関連EPSへの影響額を開示すミ
J笠

11 変更の性質と正当性を開示する i

(窒君主望号塁塁整響塑が測定可能か十D
JE 

出塑竺型空竺関連日PSへの影響額を開示する!

ii変更に係る累穣影響額及ひれproformα情報非開示の理由を開示する|

(zfom数値は測定可能か?
mt 

11変更に係る累積影響額を損益計算書に表示し， EPSへの影響額も開示するi

11 pro formα情報非開示の理由を開示する|

1 
11変更に係る累積影響額を損益計算書に表示する 11

|全報告期間に関するproforma'r育幸誌を作成する(趨及修正再表示はしな叫

11会計方針の変更による当期の利益及び関連日PSへの影響を開示する1
[出所:Jarnagin [2001J. pp.lO-l1J 
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[補遺2 変更に係る累積影響額と proformα情報の開示哲'iJ]

ABC校では，工場設備の減価償却に定額法を採用することを1971年に決定した。 1971年の新規購入の工場設

備だけではなく，従前まで定率法を適淘してきた工場設備に対しでも適用することにした。この会計方針の変更

に関して，法人税等と概鈴資産評価への影響に重要性がなかったため，直接的な影響は減鏑償却客員だけに生じた。

pro formα情報として開示すべきものとして役員報酬に演する間接影響がある。

1，000，000株の普通株式が社外流通している。また，転換社僚が転換されると100，000株の追加株式が発行され

る。転換社債に係る利息は税引後で25，000ドルで、ある。その他の必要な情報は下記の通りである。

定率法適用による 痕接影響額(税引後) 間接影響額(報酬調整後)

定額法を超過する額

1967年前 20，000 10，000 9，000 

1967年 80，000 40，000 36，000 

1968年 70，000 35，000 31，500 

1969年 50.000 25，000 22.500 

1970年 30.000 15.000 13.500 

合計(二二1971年務首) 250，000 125，000 112，500 

5年比較財務諸表による報告の形式

経常利益

特別損益

変更に係る累積影響額

0971年に償却方法を変更)

当期利益

1株当り利益ー稀議事化前

経常利益

特別損益

変更に係る累積影響額

当期利益

l株当り利主主一稀薄化後

経常利益

特別損益

変]!!に係る累積影響額

当綴利益

pro forma情報

経常利益

l株当り経常利益ー稀薄化前

l株当り経常利益ー稀薄化後

当期利益

1株当り当期利益ー稀薄化高官

1株当り当期利主主一稀薄化後

1971年

1，200，000 

-35，000 

125，000 

1，290，000 

1.20 

-0.04 

0.13 

1.29 

1.11 

-0.03 

0.11 

1.19 

1，200，000 

1.20 

1.11 

1，165，000 

1.17 

1.08 

1970年 1969年

1.100.000 1.300.000 

100.000 40，000 

1，200，000 1，300，000 

1.10 1.30 

0.10 0.04 

1.20 1.30 

1.02 1.20 

0.09 0.04 

1.11 1.20 

1.113.500 1.322.500 

1.11 1.32 

1.04 1.23 

1，213，500 1.322.500 

1.21 1.32 

1.13 1.23 

1968年

1，000，000 

1，040，000 

1.00 

1.04 

0.93 

0.97 

1.031.500 

1.03 

0.96 

1.071.500 

1.07 

1.00 

1967年

800，000 

800.000 

0.80 

。司80

0.75 

0.75 

836，000 

0.84 

0.78 

836，000 

0.84 

0.78 

[出所 :APBO No.20， Appendix A， paras. 41-43.J 
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[補選3 5特別項自の開示例]

XYZ社では，すべての長期議負工事について工事進行基準を採用することを1971年に決定した。 XYZ社では，

従前まで工事完成基準を適用してきた。工事進行基準に趨及修正するための十分な記録が保存してあった。

会計方針の変更による底接的影響額とその他の必婆な情報は下記に示すとおりである。

|前

工事進行基準 工事完成基準 直接影響額 税 ヲi f灸

1967年前 1.800.000 1.300.000 500.000 250，000 

1967年 900，000 800，000 100.000 50.000 

1968年 700，000 1.000.000 300.000 150，000 

1969年 800，000 600，000 200.000 100，000 

1970年 1，00，000 1.100.000 100.000 500.000 

小百十(=1971年期首〉 5，200，000 4，800，000 400.000 200.000 

1971年 1.100.000 900.000 200.000 100.000 

合計 6，300，000 5.700.000 600，000 300，000 

1，000，000株の普通株式が社外流通している。また，転換社債が転換されると100，000株の追加株式が発行され

る。転換社債に係る利怠は税引後て、25，000ドルである。

5年比較財務諸表による報告の形式

1971年 1970年 1969年 1968年 1967年

経常利益(過年度報告数値) 470，000 300，000 500，000 400.000 

会計方針の変更による修正 50.000 100.000 150.000 50.000 

当期利益 550，000 420.000 400.000 350.000 

l株主当り利益一稀薄化前

経常利益(過年度報告数値) 0.55 0.47 0.30 0.50 0.40 

会計方針の変更による修正 0.05 0.10 -0.15 0.05 

当期利益 0.55 

1株当り利益一稀薄化後

経常利益(過年度報告数億) 0.52 0.45 0.30 0.47 0.38 

会計方針の変更による修正 0.05 0.09 0.13 0.05 

当期利主主 0.52 0.40 0.34 0.43 

[出所:APBO No.20， App巴ndixB， p且ras.45-48J
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